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ホ．その他の制度改革
（3）下請中小企業者に対
する配慮
厳しい金融経済情勢の下、
親事業者等に対し、下請代
金支払遅延等防止法の遵守
を徹底すること等により、
下請中小企業者の取引の適
正化を図る。

公正取引
委員会
中小企業
庁

11月から以
下の施策を実施。
（D下請代金支払遅延等防
止法（下請法）に係る苦
情・相談等の特別窓口の
設置
②重点業種に対する立入
検査の実施
2．公正取引委員会委員
長，経済産業大臣連名の
通達「下請取引の適正化
について」等を企業及び
業界団体に対して発出し
た。

以下の対策を着実に実施。
1．書面調査，立入検査を
積極的に行い下請法の違
反行為に対して所要の是
正措置を講じた。
2．特別窓口への相談に
対し，事案に応じた対応を
行った。
3．親事業者約8，900社，関
係事業者団体約360団体に
対して，下請法の遵守等を
要請する通達を発出した。

平成15年度以降も引き続き
下請取引の適正化を図る
ため，下請法に基づく書面
調査や親事業者への立入
検査等を積極的に実施し．
下請法違反行為について
迅速・厳正に対処する。
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●　　　　　　　　　　●

B ．事業創造、

雇用拡大

関係

府省等
対応状況 主な成果 課題 これからの取り組み

ハ．規制改革

（科学技術・ベンチャー）
○　商法改正により，ス
トックオプション制度につ
いて，付与対象事業者の拡
大，付与上限の撤廃，決議
事項の簡素化等の弾力化を
行う。

法務省 1 3年1 1月2 1日に「商
法等の一部を改正する法
律」が成立し，1 4年4月
1日から施行された。

（司法制度・経済法制）
○　会社法制の整備のた
め，商法改正法案（株主総
会のlT化，ストックオプ
ション制度改善）を提出す
る。

法務省 1 3年1 1月2 1日に「商
法等の一部を改正する法
律」が成立し，14年4月
1日から施行された。

（司法制度・経済法制）
○　会社法制の抜本的見直
しのため，商法改正法案
（会社の機関，計算，株式
等）を提出する。

法務省 14年5月22日に「商法等の

一部を改正する法律」が成立
し．15年4月1日から施行され
る。

（司法制度・経済法制）
○　平成1 5年の通常国会
までに民事執行手続関連法
の改正法案を提出する。

（規制改革（都市再生））
○　抵当権を中心とした担
保法制及びその実行として
の執行手続等に関する法制
について，現行短期賃貸借
制度の廃止を基本とした検
討を含めた見直し関係法案
を国会に提出。

法務省 「担保物権及び民事執行制
度の改善のための民法等の

一部を改正する法律案」を
第1 5 6回国会に提出。
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ホ．その他の制度改革

（科学技術・ベンチャー）
○　商法改正により，ス
トックオプション制度につ
いて，付与対象事業者の拡
大，付与上限の撤廃，決議
事項の簡素化等の弾力化を
行う。

法務省 1 3年1 1月2 1 日に「商
法等の一部を改正する法
律」が成立し，1 4年4 月
1 日から施行された。

（司法制度・経済法制）
○　会社法制の整備のた
め，商法改正法案 （株主総
会のIT 化，ストックオプ
ション制度改善）を提出す
る。

法務省 1 3年1 1月2 1日にr商
法等の一部を改正する法
律」が成立し，1 4年4月
1 日から施行され範。

（司法制度・経済法制）
○　会社法制の抜本的見直
しのため，商法改正法案
（会社の橡開，計算，株式
等）を提出する。

法務省 14年5月22日に「商法等の

一部を改正する法律」が成立
し，15年4月1日から施行され
る。

（司法制度・経済法制）
○　平成1 5年の通常国会
までに民事執行手続関連法
の改正法案を提出する。

（規制改革（都市再生））
○　抵当権を中心とした担
保法制及びその実行として
の執行手続等に関する法制
について，現行短期賃貸借
制度の廃止を基本とした検
討を含めた見直し関係法案
を国会に提出。

法務省 「担保物権及び民事執行制
度の改善のための民法等の

一部を改正する法律案」を
第1 5 6回国会に提出。

政策目標Bt法務省・基本方針（改革工程表） Page2



B ． 事 業 創 造 、

雇 用 拡 大

関係

府 省 等
対応 状況 主 な成 果 課題 これ か らの取 り組 み

ハ ．規制 改革

（3 ）経営力戦略 法務省 法制審議会担保・執行法制 差押禁止金銭の範匪‖こつい 特になし 左記の法律案成立後，民事
（起業の促進・廃業におけ 部会において，差押禁止財 て，必要生計費の1 月分か 執行法の規定に基づき民事
る障害の除去） 産の範囲等の見直しについ ら2 月分に拡大し，差押え 執行法施行令が規定する差
債務不履行の場合の取立て ても調査審議がされ，本年 が禁止される食料及び燃料 押禁止金銭及び差押禁止債
範囲について，検討，見直 2 月5 日 「担保 ・執行法制 の範囲を2 月分から1月分 権の 「政令で定める額」に
L を進める。 の見直しに関する要綱」の

答申がされた。その答申を
受けて，第1 5 6 回国会
に， r担保物権及び民事執
行制度の改善のための民法
等の一部を改正する法律
案」を提出。

に縮小する。 ついて，標準的な世帯の必
要生計費の推移等を踏まえ
て，その額を引き上げる見
直しを行う予定。

ホ ．そ の他 の制度 改革

（3）経営力戦略 経済産業省 株式会社および有限会社に 新事業創出促進法の一部改
（起業の促進・廃業におけ 係る最低資本金の制限の特 正は、平成1 5年 2 月 1 日
る障害の除去）
最低資本金制度の特例の創
設

例を定める新事業創出促進
法の一部改正の成立 （経済
産業省所管・1 5 5 回臨時
国会）

より施行。

（3）経営力戦略
（起業の促進 ・廃業におけ
る障害の除去）
会社設立・事業再編手続の
特例の創設

経済産業省会社設立・事業再編の迅速
化・円滑化のための商法等
の特例を定める産業活力再
生特別措置法の一部改正法
律案の本通常国会への提出
（経済産業省所管・1 5 6
回通常国会）

政策目標B・法務省・基本2002（制度・政策改革集中審議） Pagel
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B．事業創造、
雇用拡大

対応状況 主な成果 課題 これからの取り組み

ホ．その他の制度改革
業発掘戦略

（観光産業の活性化・休暇
の長期連続化）
国土交通省は、関係府省と
協力して、平成14年度か
ら、外国人旅行者の訪日を
促進するグローバル観光戦
略を構築し、個性ある日本
の文化、自然環境などの国
際PRや、地域の特性、創
意工夫を活かした観光地づ
くりを推進する。

外務省 訪日観光客の増加は、対日理解の
促進のみならず、産業、荏用の観点
からも重要であり、これまでも、外
務省は、国土交通省等関係各方面と
協力を図りつつ、在外公館国際交
基金等を通じて、我が国の文化伝
や豊かな観光資源を紹介する様々な
活動を槙極的に行ってきている。そ
の具体的手段は、以下のとおり。
1．広報資料
・印刷物資料（我が国の文化・観光等を紹
介）の配布
・視聴覚資料（広報換画・ビデオ（現代日本
の素顔を紹介するrジャパン・ビデオ・トピッ
クス」（毎月制作）等））を各国語版にて制作
し、・現地TV局にも提供．
2．ホームページ
J川（Japanlnfor朋tion柄細叩rk）ホームペー
ジにて我が国の一般事情を紹介。
・Virtuall仙S飢州（伝統文化紹介）
・Jap抑Itlas（各地方の特色を紹介）
外務省美音版ホームページ
・「Visi抽叩J帥抑LinksJ（日本入国につい
ての実用ガイドリンク集）
3．政府広報ビデオ
・アジア太平洋語国向け政府広報ビデオ（東京
への観光誘致を内容とする）を制作
また、本年度はワールドカップ・サッカー大
会の開催に摩して、在外公館においても、W杯
開催地紹介パンフレットを頒布する等、本邦へ

の観光客誘致及び情報提供に努めた．

海外における広報活動を担
う在外公館と日本国内の観
光関連機関（国際観光振興
会（」NTO）、地方自治
体等）との協力をいっそう
推進し、海外における我が
国についてのPR活動を効
果的に取り進める。

第156回国会会期末
●アジア太平洋諸国向け政
府広報番組（東京への観光
誘致を内容とする）の放映
●日本を紹介する教育広報
用資料集の作成（CD－ROM
等）
●「Tokyo Pas「and
Present」（東京の魅力を多
面的に紹介した観光誘致関
連コンテンツ）

政策目標B・外務省・基本方針2002（経済活性化戦略） Pagel



（4）産業発掘戦略
（観光産業の活性化・休暇
の長期連続化）
・外務省、国土交通省は協
力して平成14年度から、
観光客誘致のためのビザ発
行の規制緩和を行う。

外務省 韓国人に対する短期滞在査
証の緩和措置を実施（平成
14年1月1日より実
施）。（過去に訪日歴があ
るかあるいは一定の所得を
得ている韓国人の数次査証
の有効期間を原則1年（ま
たは3年）から5年に延
長、滞在期間を原則15日
から90日に延長）

韓国人が訪日しやすくなっ
た（平成14年度上半期の
新規入国者数は前年比1
0％増となっている。）。

今後、不法就労や不法滞在
の推移等を見つつ、更なる
緩和措置が可能か検討して
いきたい。

ロシア・NIS人に対する短期滞
在査証の緩和措置実施（平成
15年1月6日実施）。く複数
あった短期滞在査証の発給手
続きの統合化による発給の迅
速化と簡素化）

ロシア・NIS人が訪日しやすく
なった。

緩和措置実施以前の方式で、
査証申請してくるケースがある
ため、より幅広い広報が必要。

今後、不法就労や不法滞在の
推移等を見つつ、更なる緩和
措置が可能か検討していきた
い。

平成11年1月に中国政府が日
本への中国国民の団体観光
旅行を解禁したのを受け、平
成12年9月に訪日団体観光
（対象は北京市、上海市及び
広東省の3地域の在住者約1
億人）が開始された。本件開
始当初には、申請受付を査証
審査処理上の体制が最も整っ
ている在中国大使館に限って
開始した。
平成15年2月より、在上海総領
事館での本件関連査証申請
の受付を開始した。

上海在住者が申請しやすく
なった。

広東省在住者の査証申請を
在広州総領事館で受け付ける
ようにすることを検討していき
たい。

政策目標B・外務省・基本方針2002（経済活性化戦略） Page2



●　　　　　　　　　　●

（6）グロ「パル戦略 外務省 平成1 5 年度の開始を目途 省令・告示案の最終的な作 ①省令・告示の作成及び広
報。
②制度を実施し、A B T C

関係府省は、各種障壁を撤 としているところ、実施の 業を行なう。また、申請の
廃し、制度の共通化・統一 ための省令及び告示を作成 ための説明会を行う。
化を進めた 「東アジア自由 中である。なお、1月から2 を交付する。また、外国人
ビジネス圏」の創設に向 月の間パブリック・コメン のA B T C 所持者の円滑・
け、平成 1 4 年度から環境
整備を行う。
（A P E C ビジネス・トラ
ベル・カード（A B T C ）
の実施）

トを行った。 適正な受入を行う。
⑨制度の問題点等があれば
改善しつつ、制度の安定的
な実施を継続する。

グローバルに開かれた市場 外務省 当省としては国際社会の中で、例えば、平成1 4年には日 海外において日本の一般事 これまでの広報事業に加
の構築 良好かつ深い対日認識を醸成す韓でのワールドカップサッ 情を紹介する広報活動の展 え、今後以下の具体的活動
・関係府省庁は協力し ることを目的として、広く外国

に対して日本の事情を紹介して
いる。その具体的手段は以下の
とおり。
1．在外公館において、講演、ス
ピーチ活動、TVラジオ出演、シン

カー大会の共催もあり、我 閑に当たっては、 「観光誘 を行う予定。
て、平成1 4 年度世界で活 が国の対韓国広報活動は大 致J とのタイアップを念頭 （訪第156回国会会期末
躍する日本製品や日本人、 きな成果を上げ、各種世論 に置くこととする。これ ●海外における情報発信の
個性のある日本の自然環境 調査結果にも反映されてい は、外国における我が国へ 拡充のため、広報文化セン
や文化をアピールするグ るとおり、韓国において対 の関心の増大を、我が国へ クー （現在3 0 ヶ所）の増
ローパル戦略を構築する。 ポジウム・セミナーの開催、ホー 日親近感を抱く層の拡充に の観光客増加に結びつけ、 設 （平成1 5 年度において
在外公館の活用や国際P ムページの開設等各種広報活動を つながった。 国内産業活性化の起爆剤と 4 カ所予定）
R 、わかりやすい標識や情 行っている。更に、世界30カ国

に広報文化センターを設置し、国
際PR活動の拠点として運営して
いる。
2．外国の対日政策の企画立案に
関与し得る有終者・政府関係者、
外国のT Vチーム（日本紹介番組
の作成）、報道関係者を日本に招
待し、日本の実状を紹介してい
る。また、我が国の様々 な分野に
おける専門家や学者などを派遣
し、講演会等を実施することによ
り、我が国の実状を紹介してい
る。
3．個性のある日本の自然環境を
はじめとする様々 な特集を持つ
「にっぽにあ」を含め、多種にわ
たる印刷物、ビデオの広報資料を
配付している。
4．情報発信の拠点として、日本
の社会、経済、文化、歴史等の一
般事情を包括的に紹介する英語版
ホームページ、外務省ホームペー
ジを開設してい－る。
5．国際放送を利用し、アジア太
平洋諸国向け政府広報番組の放映
を行っている。

することを企図したもので ●アジア太平洋諸国向け政
報拠点の整備等を推進す
る。

ある。 府広報ビデオ （東京への観
光誘致を内容）を放映する
予定
②平成15年末
●外務省ホームページ及び

Japan lnformation Network
U INホームページ）のコンテ

ンツの拡充、在外公館ホー
ムページの増設 （平成1 5
年度において1 0 公館予
定）。
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B ． 事 業 創 造 、

雇 用 拡 大

関係

府 省 等
対応 状況 主 な成果 課題 これ か らの 取 り組 み

ィ ．税制 改革

税制改革

財務省・総
務省・税制
調査会

・税制改革については、昨年6 ①第15 6回国会において平成
○今後の経済社会の構造変 月に政府税制調査会において 15年度税制改正法案の年度
化等に対応した望ましい税 「あるべき税制の構築に向け 内成立を図る。法案の成立・
制の構築に向けて、政府税 た基本方針」が取りまとめられ 施行にあたっては、新しい制
制調査会において、今後と るとともに、税制改革の基本方 度が国民に利用されるよう政
も引き続き、所得、消費、 針を含む「基本方針2 00 2」が 府広報等の手段により情報提
資産等の適切な課税ベース 閣議決定された。これらも踏ま 供を行う。
の選択、できるだけ広い課 え、平成15年度税制改正で広 ②・③「基本方針20 0 2」や「あ
税ベースの確保等、幅広い 範にわたる改正を行うこととし るべき税制の構築に向けた基
観点から検討を行う。とり
わけ貯蓄・消費行動、投
資・起業行動、労働供給・
就業形態に対する誘因を十
分に考慮して、個人、企業
の経済行動に対して中立的
な税制の構築に取り組む。

ている。 本方針」を踏まえ、更なる検討
を行う。

政策目標B・財務省・基本方針（改革工程表） Pagel
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B ．事棄創造、

雇用拡大

関係

府省等
対応状況 主な成果 課題 これからの取り組み

ィ．税制改革

（1）人間力戦略
（高齢者、女性、若者等が、財務省・総務

・平成15年度税制改正において、認定NPO
法人制度におけるパブリックサポート等の認

第156回国会に、平
成15年度税制改正

（》第156回国会において平成
15年度税制改正法案の年度

ともに社会を支える制度の 省・内閣府・経 定要件を緩和するとともに、認定NPO法人に法案を提出。 内成立を図る。法案の成立・
整備） 済産業省・文部 ついてみなし寄附金制度の導入を実施する 施行にあたっては、新しい制
NPO活動促進のための、現
行NPO税制の認定要件の
見直しを検討する。

科学省・環境
省・厚生労働
省・国土交通省

こととしている。 度が国民に利用されるよう政
府広報等の手段によりPR・情
報提供を行う。

（2）技術力戦略
（戦略分野への選択と集中）
言式験研究税制、IT・環境投資
促進税制措置の見直しを検
討する。

（産業力強化のためのIT化

財務省・総務
省・内閣府・経
済産業省・環境
省・厚生労働
省・文部科学

・平成15年度税制改正において、研究開発
減税として、試験研究費の総額に係る特別税
額控除制度の創設、産学官連携の共同研
究・委託研究に係る特別税額控除制度の創
設、中小企業技術基盤強化税制の拡充を行
うとともに、設備投資減税として、ソフトウェア
を含む汀投資促進税制・開発研究用設備の

同上 同上

促進）
汀投資促進税制措置の見直
しを検討する。

省・国土交通省 特別償却制度の創設等を実施することとして
いる。

（3）経営力戦略
（起業の促進・廃業における
障害の除去）
民間投資家に係る創業支援
制度の整備を行う。

（企業・産業の再編、経営の
あり方）
連結税制を整備する。

財務省・総務
省・経済産業

・平成15年度税制改正において、エンジェル
税制について、現行の優遇措置を拡充すると
ともに、新たに、ベンチャー企業（特定中小会
社）への投資額について、同一年分の株式譲
渡益から控除する等の措置を講ずることとし
ている。

・連結納税制度については、平成14年度税
制改正において実施済み。

同上 同上
（直接金融市場の整備）
金融資産課税の見直しを検
討する。

省・金融庁・内
閣府 ・平成15年度税制改正において、上場株式

等の配当及び公募株式投資信託の収益分
配金並びに上場株式等の譲渡益について、
20％源泉徴収で納税が完了する仕組み（申
告不要）を導入するとともに、今後、5年間1
0％の優遇税率を適用する。また、公募株式
投資信託の償還（解約）損と株式等譲渡益と
の通算を可能とすることとしている。
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●

B．事業創造、
雇用拡大 対応状況 主な成果 課題 これからの取り組み

口．歳出改革
・歳出削減を行いつつ、改
革の成果を他の政策分野に
柔軟に再配分

平成15年度予算において、
削減すべきものは削減した
上で、真に重要な施策に
は、編成過程を通じて大胆
に重点配分。

・予算執行調査の結果等を
活用した、徹底した単価の
見直し
・公共事業関係の国庫補助
負担金の削減
・雇用保険制度の抜本的見
直しによる制度の安定的運
営の確保
②重点配分
・科学技術振興費につい
て、総合科学技術会議によ
る優先順位付け（SABClを踏
まえた大胆な再配分
・公共投資について、大都
市圏拠点空港や三大都市圏
環状道路等への重点配分

平成十六年度の財政運営目
標については、「改革と展
望」において示された中長
期的な財政運営のあり方等
を踏まえながら、今後検
討。
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B ． 事 業 創 造 、

雇 用 拡 大

関 係

府 省 等
対 応 状 況 主 な 成 果 課 題 こ れ か ら の 取 り組 み

ィ ． 税 制 改 革

（1）持続的な経済成長を実現す

財務省 ・総
務省

・平成15年度税制改正におい ・法人税の負担水準の見直しにつ（訂第156回国会において平成15
るために て、 いては、今後他の先進国との税 年度税制改正法案の年度内成立
r広く薄く簡素に」の観点から、 ①研究開発・設備投資減税の集 率のバランスを踏まえ、所得税、 を図る。法案の成立・施行にあ
所得税・住民税・法人に対する 中・重点化、 消費税を含む税体系全体のあり たっては、新しい制度が国民に利
課税の負担構造を検討する。法 ②金融・証券税制の軽減・簡素

化、
（診土地流通課税の大幅な軽減、

方の見直しの中で検討していく。 用されるよう政府広報等の手段に
人に対する課税については、そ より情報提供を行う。
の実効税率の引下げと課税 ②・（診r基本方針200 2」や「ある
ベースの拡大を検討する。その

一環として、法人事業税の外形
標準課税について、「改革と展
望」に示した考え方に沿って検
討する。研究開発投資やIT投資
等を税制でも促進できるよう検
討する。金融資産課税の見直し
と有効利用を促す土地税制を検
討する。（再掲）

を実施することとしている。

・平成15年度税制改正におい
て、資本金1億円超の法人を対象
として、外形基準の割合を4分の
1とする外形標準課税制度の導
入を創設することとしている。

べき税制の構築に向けた基本方
針」を踏まえ、更なる検討を行う。
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B ． 事 業 創 造 、

雇 用 拡 大

関 係

府 省 等
対応 状況 主 な成果 課題 これ か らの取 り組 み

ィ．税制 改革

（法人課税）

財務省・総務

・平成15年度税制改正におい第156回国会に、平成15年 ①第15 6回国会において平成
経済のエンジンは企業の穣 て、研究開発減税として、試験 度税制改正法案を提出。 15年度税制改正法案の年度
極的活動である。法人関係 研究費の総額に係る特別税額 内成立を図る。法案の成立・
では研究開発やIT投資に対 控除制度の創設、産学官連携 施行にあたっては、新しい制
する減税等を実施する。法 の共同研究・委託研究に係る 度が国民に利用されるよう政
人税率の取扱いについて 特別税績控除制度の創設を 府広報等の手段によりPR・情
は、マクロ経済の状況、国際
的視野、税体系の在り方も
勘案しつつ、引き続き検討す
る。

省 行うとともに、設備投資減税と
して、ソフトウェアを含むIT投
資促進税制・開発研究用設備
の特別償却制度の創設等を
実施することとしている。

報提供を行う。

（中小企業税制）
活力ある中小企業の経営基
盤を強化するため、中小企
業税制の見直しを行う。

財務省・総務
省

・平成15年度税制改正におい
て、研究開発税制の拡充を行
うほか、同族会社の留保金課
税制度や交際費等の損金不
算入制度の見直し等を行うこ
ととしてる。‘

同上 同上

二 ．金融 シス テ ム改革

日本政策投資銀行による事 ・財務省 ・企業再生ファンドへの出資制 ・企業再生ファンドの組成の促
進

・事業再生の円滑な進捗

企業再生ファンドへの出資制
業再生・．産業再編に係る支 金融庁 度について、運用の弾力化 度、D IPファイナンス、産業活
援機能の充実

・企業再生ファンドへの出
資制度の拡充、再建企業の
資産を買収・承継する第三
者企業に対する融資制度の
充実等を行う。

経済産業省

・財務省
経済産業省

（平成14年11月22日）

・再建企栗の資産を買収・承
継する第三者企業に対する融
資制度について、融資対象に
営業権等の非設備資金を加え
る等の制度拡充（平成14年11
月22日）

力再生支援融資により、事業
再生・産業再編を支援。
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ホ． そめ他 の制 度 改革

日本政策投資銀行による事 ・財務省 ・企業再生ファンドへの出資制 ・企業再生ファンドの組成の促 企業再生ファンドへの出資制
業再生・産業再編に係る支 金融庁 度について、運用の弾力化 進

・事業再生の円滑な進捗

度、D IPファイナンス、産業活
援機能の充実

・企業再生ファンドへの．出
資制度の拡充、再建企業の
資産を貢収「承継する第三
者企業に対する融資制度の
充実等を行う。

経済産業省

・財務省
経済産業省

（平成14年11月22日）

・再建企業の資産を買収・承
継する第三者企業に対する融
資制度について、融資対象に
営業権等の非設備資金を加え
る等の制度拡充（平成14年11
月22日）

力再生支援融資により、事業
再生・産業再編を支援。
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